
 

 

議 案 第 ３ ４ 号 

 

 

 

 

令 和 ３ 年 度 

 

 

山 都 町 水 道 事 業 会 計 予 算 

  



令和３年度 山都町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和３年度山都町の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数 ４，９００ 戸 

（２）年間給水量 １，０８１，１３０ ㎥ 

（３）一日平均給水量 ２，９６２ ㎥ 

（４）主要な建設改良事業     水道施設等更新設計業務委託 ３９，０００千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収    入 

第１款 水道事業収益 ４６２，１３５ 千円 

第１項 営業収益 １７３，３７８ 千円 

第２項 営業外収益 ２８８，７５４ 千円 

第３項 特別利益 ３ 千円 

 

支    出 

第１款 水道事業費用 ３６２，７２４ 千円 

第１項 営業費用 ３２６，７９１ 千円 

第２項 営業外費用 ３１，９３２ 千円 

第３項 特別損失 １ 千円 

第４項 予備費 ４，０００ 千円 

  



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

２１８，４７９千円は、当年度分損益勘定留保資金ならびに過年度分損益勘定留保資金で補てんするものとする。）。 

 

収    入 

第１款 資本的収入 ３５，７０９ 千円 

第１項 企業債 ２０，３００ 千円 

第２項 出資金 ２，５１２ 千円 

第３項 負担金 ４９６ 千円 

第４項 国庫（県）補助金 １２，４００ 千円 

第５項 固定資産売却代金 １ 千円 

 

支    出 

第１款 資本的支出 ２５４，１８８ 千円 

第１項 建設改良費 ７３，８７６ 千円 

第２項 企業債償還金 １７６，３１２ 千円 

第３項 予備費 ４，０００ 千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道施設等 
 

更新整備 

千円 
 
 

20,300 

 
 
 
証書借入 

％ 
5.0 以内 

（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の利率） 

借入先の融資条件による。ただし
企業財政その他の都合により繰
上償還又は低利に借り換えるこ
とができる。 



（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（議会の議決を経なければ流用することの出来ない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその 

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 

（１）職員給与費 ５５，１６２千円 

 

（他会計からの補助金） 

第８条 水道事業に助成するため山都町一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２１８，７５６千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、２，７００千円と定める。 

 

 

令和 ３ 年 ３ 月 １１ 日 提  出 

 

山 都 町 長 梅 田  穰 

 

令和 ３ 年 ３ 月    日 議  決 



款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 水道事業収益 462,135

　１ 営業収益 173,378

　１ 給水収益 170,030

　２ 受託工事収益 3,000

　３ その他営業収益 348

　２ 営業外収益 288,754

　１ 受取利息及び配当金 11

　２ 雑収益 151

　３ 消費税還付金 1

　４ 長期前受金戻入 69,834

　５ 国庫（県）補助金 1

　６ 他会計補助金 218,756

　３ 特別利益 3

　１ 固定資産売却益 1

　２ 過年度損益修正益 1

　３ その他特別利益 1

462,135収　益　的　収　入　合　計

収            入

収　益　的　収　入　及　び　支　出

令和  3 年度 水道事業会計 予算実施計画書



款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 水道事業費用 362,724

　１ 営業費用 326,791

　１ 原水及び浄水費 47,444

　２ 配水及び給水費 35,582

　３ 受託工事費 4,756

　４ 総係費 63,379

　５ 減価償却費 174,279

　６ 資産減耗費 1,200

　７ その他営業費用 151

　２ 営業外費用 31,932

　　 支払利息及び企業債
　　 取扱諸費

21,919

　２ 雑支出 1

　３ 消費税及び地方消費税 10,012

　３ 特別損失 1

　１ 過年度損益修正損 1

　４ 予備費 4,000

　１　予備費 4,000

362,724

支            出

収　益　的　支　出　合　計

１







（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 114,531

　　減価償却費 174,279

　　賞与引当金の増減額 117

　　法定福利費引当金の増減額 20

　　貸倒引当金の増減額 200

　　長期前受金戻入額 △ 69,834

　　受取利息及び受取配当金 △ 11

　　支払利息 21,919

　　たな卸資産の増減額 150

　　小計 241,371

　　利息及び配当金の受取額 11

　　利息の支払額 △ 21,919

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 219,463

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 71,367

　　国庫補助金等による収入 12,400

　　負担金による収入 496

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 58,471

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 20,300

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 176,312

　　一般会計からの出資による収入 2,512

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 153,500

　　資金増加額 7,492

　　資金期首残高 226,364

　　資金期末残高 233,856

令和 3 年度 水道事業会計 予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（令和 3年 4月 1日 から 令和 4年 3月31日 まで）



１　総括
（単位：千円）

（単位：千円）

備考 １　期末勤勉手当及び法定福利費には賞与等引当金繰入額を含む。

２　職員数の（ ）は、会計年度任用職員（パートタイム職員）の人数

0△ 386比　較 △ 338 △ 304 △ 300 △ 5,376

△ 13,833

手　当

の内訳

区分

本年度 1,080 1,196 150 10,660 0

前年度 1,418 1,500 450 16,036 0

比　　　較 0 △ 1 (0) 0 △ 4,216 △ 6,704 △ 10,920 △ 2,913

55,162

前　年　度 0 7 (2) 0 32,130 21,241 53,371 15,624 68,995

本　年　度 0 6 (2) 0 27,914 14,537 42,451 12,711

給 与 費 明 細 書

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

時間外勤務
手　当

扶養手当 通勤手当 住居手当
期末勤勉
手　当

管理職
手　当

1,451

1,837



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（単位：千円）

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

50
604

比　較 0 0 0 229

手　当

の内訳

区　分

前年度 0 189 0 375
本年度 0 189 0 50

0

229 458 126

扶養手当 住居手当
期末勤勉 時間外勤務
手　当 手　当

通勤手当

584

4,589 731 5,320
前　年　度 0 (2) 0 3,517 614 4,131
本　年　度 0 (2) 0 3,746 843

605 4,736
比　　　較 0 (0) 0 229

区　　　分
職 員 数(人) 給　与　費

法定福利費 合　計
一般職 報　酬 給　料 手　当 計

0
0

比　較 △ 338 △ 304 △ 300 △ 5,605 0
前年度 1,418 1,311 450 15,661

1,401
1,787

△ 386

手　当

の内訳

区　分

本年度 1,080 1,007 150 10,056

扶養手当 住居手当
期末勤勉
手　当

△ 3,039 △ 14,417

11,980 49,842
前　年　度 0 7 0 28,613 20,627 49,240
本　年　度 0 6 0 24,168 13,694

15,019 64,259
比　　　較 0 △ 1 0 △ 4,445

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

法定福利費

管理職
手　当

37,862

△ 11,378

時間外勤務
手　当

通勤手当

△ 6,933



２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

平均昇給率

給与の減額分 　現に在職する職員数

他会計との異動他 　

３　給料及び手当の状況
　（１）　職員1人当たり給与

6人

6人

△ 386

令和2年4月1日現在
331,800
436,283
46.78

（円）
（円）
（歳）

平 均 給 料 月 額
平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

区　　　　　分　　 事務・技術職

令和3年4月1日現在
334,750
365,817
43.86（歳）

（円）
（円）

平 均 年 齢
平 均 給 与 月 額
平 均 給 料 月 額

　 昇給期別 職員数

△ 300

　期末勤勉手当 △ 5,488

　時間外手当

職員の異動状況

本年度

簡易水道特別会計から異動職員分
引当金相当額の減及び手当の減

前年度△ 4,737

0

その他の増減分 △ 6,816 　扶養手当 △ 338

　通勤手当 △ 304

　住居手当

昇給に伴う増加分

1月

手　当

△ 6,933 制度改正に伴う増減分 △ 117 期末手当支給率の引き下げ

給　料

△ 4,445 給与改定に伴う増減分 0

292

その他の増減分 △ 4,737

6人

区　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　考

1.27 ％



　（２）　初任給

　（３）　級別職員数 （単位：人、％）

　（級別の基準となる職務）
４　級 ５　級 ６　級

事務・技術職
主　事
技　師

主　事
技　師

主　査
課長補佐

係長、主幹
課　長
審議員

総務課長等

区　分 １　級 ２　級 ３　級

令和2年4月1日現在

級 職員数(人) 構成比(％)
１級 0 0.0
２級 1 16.7

計 7 116.7

５級 0 0.0
６級 0 0.0

４級 5 83.3

４級 4 66.7
５級 0 0.0

３級 1 16.7

0 0.0
２級 1 16.7
３級 1 16.7

大　学　卒

区　　　分 事務・技術職

令和3年4月1日現在

級 職員数(人) 構成比(％)
１級

６級 0 0.0
計 6 100.0

182,200 182,200

区　　　分 事務・技術職（円）
一般会計の制度

　一般行政職（円）
高　校　卒 150,600 150,600



　（４）　昇給 （単位：人、％）

　（５）　期末手当、勤勉手当 （単位：月分）

　（６）　定年退職及び応募認定退職に係る職員手当 （単位：月分）

　（７）　その他の手当

100

通 勤 手 当
住 居 手 当

事務・技術職

100
-
-
6
-
6
6（Ａ）

昇級に係る職員数
職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数 （Ａ）

比 率

-
7
-
-

比 率 （B)／（A）

前

年

度
（B)／（A）

（Ｂ）

昇級に係る職員数 （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

8号給

2号給
4号給
6号給

8号給

2号給
4号給
6号給

同　一

47.709 47.709

前　年　度 2.250 2.200 4.45 有

同　一
同　一

管理職手当

一般会計の制度 2.225 2.225 4.45 有

支給率等 24.586875 33.27075
定年前早期退職

特例措置2～45%加算

区　　　分

区　　　分

本

年

度

7
7

一般会計の制度と異同 差異の内容
同　一扶 養 手 当

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上

区　　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

同上

備　考
６月(月分) １２月(月分)

本　年　度 2.225 2.225 4.45 有

区　　　分
支給期別支給率

支給率計
制度上の段階、職務
の級等による加算措

備　考



企業債明細書

（単位：円）

前前年度末 前年度末現在高 当該年度末現在高

現  在  高 見  込  額 起債見込額 元金償還見込額 見   込   額

水道事業債 17 171,054,719 151,327,320 20,300,000 20,068,085 151,559,235 令和43年度

簡易水道事業債 63 2,169,148,781 2,037,224,477 0 156,243,722 1,880,980,755 令和31年度

合　　計 80 2,340,203,500 2,188,551,797 20,300,000 176,311,807 2,032,539,990 -

区　分
当該年度中増減見込み

件数 償還終期

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書













































 

注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法 

建物        定額法 

その他       定額法 

・主な耐用年数 

建 物       １５年 ～ ６５年 

構築物        ２年 ～ ６０年 

機械及び装置     ５年 ～ ２０年 

車両運搬具      ４年 ～  ５年 

工具器具及び備品   ２年 ～ １５年 

（３）引当金の計上基準 

①退職給付引当金 

山都町では、退職手当組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計で支出するため、退職給付引当金は計上してい 

ない。 

②賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額（１２月 

から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

③貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,046,110 千円である。 

 

３ その他の注記 

（１）引当金の取り崩し 

賞与引当金及び法定福利費引当金 

当該事業年度において、期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 3,439 千円及び法定福利費引当金 696 千円を取り崩す予定である。 



円 円 円

１　　営業収益

（１）　給水収益 173,374,947

（２）　その他営業収益 393,234 173,768,181

２　　営業費用

（１）　原水及び浄水費 47,583,287

（２）　配水及び給水費 49,390,000

（３）　受託工事費 100,000

（４）　総係費 66,365,000

（５）　減価償却費 177,008,855

（６）　その他営業費用 150,000 340,597,142

　　　　営業損失 166,828,961

３　　営業外収益

（１）　受取利息及び配当金 11,000

（２）　雑収益 1,829,060

（３）　長期前受金戻入 70,875,740

（４）　他会計補助金 205,986,000 278,701,800

４　　営業外費用

（１）　支払利息及び企業債取扱諸費 24,139,000

（２）　雑支出 57,000 24,196,000 254,505,800

　　　　経常利益 87,676,839

５　　特別損失

（１）　過年度損益修正損 1,000

（２）　その他の特別損失 3,589,000 3,590,000 △ 3,590,000

　　　　当年度純利益 84,086,839

　　　　前年度繰越利益剰余金 54,989,514

　　　　当年度未処分利益剰余金 139,076,353

令和 2 年度 水道事業会計　予定損益計算書
（令和 2年 4月 1日 から 令和 3年 3月31日 まで）







注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法 

建物        定額法 

その他       定額法 

・主な耐用年数 

建 物       １５年 ～ ６５年 

構築物        ２年 ～ ６０年 

機械及び装置     ５年 ～ ２０年 

車両運搬具      ４年 ～  ５年 

工具器具及び備品   ２年 ～ １５年 

（３）引当金の計上基準 

①退職給付引当金 

山都町では、退職手当組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計で支出するため、退職給付引当金は計上してい 

ない。 

②賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額（１２月 

から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

③貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,115,618 千円である。 

 

３ その他の注記 

（１）引当金の取り崩し 

賞与引当金及び法定福利費引当金 

当該事業年度において、期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 345 千円及び法定福利費引当金 69 千円を取り崩した。 

（２）簡易水道事業の統合に伴う会計処理 

簡易水道事業が令和 2年 4月 1日に統合されることに伴い、当該事業の資産、負債及び資本の一部を除き、山都町水道事業会計に引き継ぎ、会計処理を行っている。 


